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総則

環境審議会
等

費用負担
財政措置

環境保全の
基本的施策

事業者等の責務

公害等の定義・環境の保全に関する理念

環境基本計画・公害
防止計画の策定等

環境基準の設定

環境影響評価の
推進

環境保全上の支障
を防止するための
経済的措置

環境保全上の支障
を防止するための
枠組み・規制

環境の保全に関する施設の整
備等

環境負荷の低減に関する製品
等の利用の促進

環

境

基

本

法

環境教育・環境保全活動推進等

紛争処理・被害者救済

地球環境保全・国際協力等

環境関連の法体系

中央環境審議会

都道府県・市町村環境審議会

公害対策会議

大気汚染

水質汚濁

地盤沈下

土壌汚染

振 動

騒 音

大気汚染防止法、道路交通法、電気事業法、ガス事
業法、鉱山保安法、自動車から排出される窒素酸化物
及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に
関する特別措置法等

水質汚濁防止法、浄化槽法、海洋汚染及び海上災害
の防止に関する法律、瀬戸内海環境保全特別措置法
等、湖沼水質保全特別措置法等

農用地の土壌の汚染防止等に関する法律、土壌汚染
対策法等

騒音規制法、道路交通法等

振動規制法、道路交通法等

工業用水法、建築物用地下水の採取の規制に関する
法律

悪臭防止法、化製場等に関する法律

ダイオキシン類対策特別措置法、ポリ塩化ビフェニル
廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法、化
学物質の審査及び製造等の規制に関する法律、特定
化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改
善の促進に関する法律

循環型社会形成推進基本法、廃棄物の処理及び清掃
に関する法律、資源の有効な利用の促進に関する法
律、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等
に関する法律、特定家庭用機器再商品化法、建築工
事に係る資材の再資源化等に関する法律、食品循環
資源の再生利用等の促進に関する法律、使用済自動
車の再資源化等に関する法律、特定有害廃棄物等の
輸出入の規制に関する法律等

国土利用計画法、都市計画法、建築基準法等

生物多様性基本法、自然環境保全法、自然公園法、
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律、絶滅
のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法
律、特定外来生物による生態系等に係る被害の防止
に関する法律、自然再生推進法、動物の愛護及び管
理に関する法律、温泉法等

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律

悪 臭

化学物質

廃棄物・
リサイクル

土地利用

自然環境

下水道法、幹線道路の沿道の整備に関する法律等

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律、
国等による温室効果ガスの排出の削減に配慮した契
約の推進に関する法律

環境保全活動・環境教育推進法、環境配慮事業活
動促進法

公害紛争処理法、公害健康被害の補償等に関する
法律、石綿による健康被害の救済に関する法律

地球温暖化対策の推進に関する法律、特定製品に
係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関
する法律、南極地域の環境の保護に関する法律等

公害防止事業費事業者負担法、公害の防止に関する事業に係る
国の財政上の特別措置に関する法律

（環境影響評価法）



環境基本法 

（平成五年十一月十九日法律第九十一号） 

最終改正：平成二〇年六月一八日法律第八三号 

 

（公害防止計画の作成）  

第十七条  環境大臣は、次のいずれかに該当する地域について、関係都道府県知事に対

し、その地域において実施されるべき公害の防止に関する施策に係る基本方針を示して、

その施策に係る計画（以下「公害防止計画」という。）の策定を指示するものとする。  

一  現に公害が著しく、かつ、公害の防止に関する施策を総合的に講じなければ公害

の防止を図ることが著しく困難であると認められる地域  

二  人口及び産業の急速な集中その他の事情により公害が著しくなるおそれがあり、

かつ、公害の防止に関する施策を総合的に講じなければ公害の防止を図ることが著し

く困難になると認められる地域  

２  前項の基本方針は、環境基本計画を基本として策定するものとする。  

３  関係都道府県知事は、第一項の規定による指示を受けたときは、同項の基本方針に

基づき公害防止計画を作成し、環境大臣に協議し、その同意を得なければならない。  

４  環境大臣は、第一項の規定による指示及び前項の同意をするに当たっては、あらか

じめ、公害対策会議の議を経なければならない。  

５  環境大臣は、第一項の規定による指示をするに当たっては、あらかじめ、関係都道

府県知事の意見を聴かなければならない。  

 

（公害防止計画の達成の推進）  

第十八条  国及び地方公共団体は、公害防止計画の達成に必要な措置を講ずるように努

めるものとする。  

 

（地方公共団体に対する財政措置等）  

第三十九条  国は、地方公共団体が環境の保全に関する施策を策定し、及び実施するた

めの費用について、必要な財政上の措置その他の措置を講ずるように努めるものとする。  

 



公害防止計画について

１．公害防止計画－環境大臣により策定指示され、その同意を要する法定計画

・ 公害防止計画は、環境基本法第１７条に基づく法定計画。

・ 現に公害が著しい、又は、著しくなるおそれがあり、かつ、公害の防止に関す

る施策を総合的に講じなければ公害の防止を図ることが著しく困難になると認め

られる地域について、公害の防止を目的とする地域計画。

・ 環境大臣が示す計画策定の基本方針に基づいて都道府県知事が作成し、環境大

臣の同意を要する計画。

２．公害防止計画の策定状況－全国３０地域（平成２２年４月１日現在）

・ 昭和４５年１２月から昭和５２年１月まで、全国の主要な工業都市及び大都市

地域のほとんどについて策定され、また平成１５年度に２地域が策定され、これ

までに５２地域について策定された。

・ 地域の見直し、隣接する地域の統合等により、平成２２年４月１日現在、全国

３０地域 (２４都府県）において策定されている。

３．公害防止計画における各種施策

・ 地方公共団体等は、発生源等に対する各種規制、環境影響評価、立地指導、土

地利用の適正化等の施策を講ずるとともに、下水道整備、公園・緑地等整備等の

事業を推進する。

・ 事業者は、大気汚染、水質汚濁等の防止のための措置を講ずる。

４．公害防止対策事業に対する財政上の特別措置－補助率の嵩上げ、適債事業の拡大等

国又は地方公共団体が公害防止計画に基づき実施する公害防止対策事業（「公害

の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」第２条各号に掲げ

るもの）については、①国庫補助率の嵩上げ、②地方債の適債事業の拡大、③地方

債の元利償還金の基準財政需要額への算入、という財政上の特別措置が講じられる

こととなっており、施策の一層の推進が図られている。



公害防止計画策定手順

基 礎 調 査

策定範囲(案)作成

基本方針(案)作成

都道府県・府省連絡会議

都道府県知事の意見聴取 （環 境 大 臣） （第１７条第５項）

中央環境審議会 総合政策部会

公 害 防 止 計 画 小 委 員 会

公 害 対 策 会 議 幹 事 会

公 害 対 策 会 議 （第１７条第４項）

公害防止計画策定指示 （環 境 大 臣） （第１７条第１項）

公害防止計画の作成 （都 道 府 県 知 事） （第１７条第３項）

都道府県・府省連絡会議

中央環境審議会 総合政策部会

公 害 防 止 計 画 小 委 員 会

公 害 対 策 会 議 幹 事 会

※ 公 害 対 策 会 議 （第１７条第４項）

公害防止計画の同意 （環 境 大 臣） （第１７条第３項）

公害防止計画の達成の推進 （第１８条）

（注）１． は環境基本法に基づくものであり、（ ）内はその条項を示す。

２．※継続地域については、公害対策会議会長専決要領の規定により、開催されない。





昭和 平成

46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

仙台湾、富山・高岡、
備後、周南 4

平 成 16 年 度
策 定 地 域
（ H20 年 変 更 ）

新潟、静岡、広島、
下関・宇部、香川 5

平 成 17 年 度
策 定 地 域
（ H20 年 変 更 ）

岡谷、岐阜

四日市

　 愛知

鹿島、埼玉、東京、神奈
川、京都、大阪、兵庫、
奈良、北九州、大分

千葉

和歌山

岡山・倉敷

富士、大牟田

浜松、福岡

計 30

（注）
旧計画 現行計画

なお、策定対象地域及び策定市町村については次のとおり減少
ピーク時（S51) ： 48地域で469市町村
現在（H22）　   ： 30地域で175市町村

4
平 成 18 年 度
策 定 地 域

12
平 成 19 年 度
策 定 地 域

5
平 成 20 年 度
策 定 地 域

公 害 防 止 計 画 策 定 状 況 一 覧 （平成22年4月1日現在）

計　　　　画　　　期　　　間　　　（　年　度　）
地 域 名

地
域
数
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公害防止計画の地域数及び市区町村数の推移

地域数 市区町村数

※ピーク：昭和５１年

４８地域、４６９市町村

平成２２年

３０地域、１７５市町村



 

 

公害防止計画の構成 

第１章 計画の概要 

第１節 計画策定の趣旨 

第２節 地域の範囲 

第３節 計画の目標 

第４節 計画の主要課題 

１ 自動車交通公害 

２ 河川の水質汚濁 

第５節 計画の期間 

 第６節 関係法令による地域指定の概要 

 

第２章 公害防止施策 

第１節 主要課題への対応 

１ 自動車交通公害対策 

 (1) 国道○号沿道の自動車排出ガス  

に係る大気汚染対策及び騒音対策 

  ア 当該課題に係る状況 

  イ 当該課題に係る要因分析 

  ウ 過去の施策の実施状況及び評価 

  エ 今後講ずる施策及び達成目標 

 (2) 国道◇号線沿道の自動車騒音対策 

  ア 当該課題に係る状況 

  イ 当該課題に係る要因分析 

  ウ 過去の施策の実施状況及び評価 

  エ 今後講ずる施策及び達成目標 

 

 (3) 関連諸計画との関係 

  ア 新道路整備五箇年計画 

  イ 都市計画 

    ウ ○○市自動車公害防止計画 

          

  ２ 河川の水質汚濁対策 

(1)－１ ○○川の BOD に係る水質汚濁対

策 

 ア 当該課題に係る状況 

 イ 当該課題に係る要因分析 

 ウ 過去の施策の実施状況及び評価 

 エ 講ずる施策及び達成目標 

(2) 河川の水質汚濁対策に係る共通施策 

 ア 工場・事業場対策 

 イ 生活排水対策 

 ウ 畜産排水対策 

 エ 非特定汚染源対策 

 オ 浄化対策 

 カ 調査研究・監視体制整備 

 キ 環境教育・普及啓発 

(3) 関連諸計画との関係 

 ア COD に係る総量削減計画 

 イ 生活排水対策推進計画 

 ウ 流域別下水道総合計画 

 エ ○○川水質保全計画 

 

第２節 大気汚染対策 

１ 大気汚染の概況 

２ 窒素酸化物対策 

 (1) 窒素酸化物に係る大気汚染の状況 

 (2) 当該課題に係る要因分析及び過去

の施策の実施状況等 

 (3) 講ずる施策及び達成目標 

  

３ 浮遊粒子状物質対策 

： 

４ 光化学オキシダント対策 

： 

５ 硫黄酸化物対策等 

： 

６ 有害大気汚染物質対策 

： 

７ ダイオキシン類対策 

： 

８ その他の大気汚染対策 

： 

 

 

 



 

 

第３節 水質汚濁対策 

１ 水質汚濁の概況 

２ 河川の水質汚濁対策 

 (1) 河川の水質汚濁の状況 

 (2) 当該課題に係る要因分析及び過去

の施策の実施状況等 

   (3) 講ずる施策及び達成目標 

  ３ 海域の水質汚濁対策 

        ： 

第４節 地下水汚染対策 

： 

第５節 土壌汚染対策 

： 

第６節 騒音・振動対策 

： 

第７節 地盤沈下対策 

： 

第８節 悪臭対策 

： 

第９節 廃棄物・リサイクル対策 

 １ 対策の基本的方向 

 ２ 大気汚染対策としての廃棄物・リサ

イクル対策 

 ３ 水質汚濁対策としての廃棄物・リサ             

  イクル対策   

 ４ 土壌汚染対策としての廃棄物・リサ        

  イクル対策  

 ５ 廃棄物の適正な処理の推進 

 

第 10 節 土地利用対策 

         ： 

第 11 節 監視・観測体制の整備及び調査研  

究等の充実 

１ 監視・観測体制の整備 
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第２章 公害防止対策

第１節 主要課題への対応

１ 自動車交通公害対策

（１）主要幹線道路の自動車排出ガスに係る大気汚染対策及び騒音対策

エ 今後講ずる施策及び達成目標

自動車交通の利便性から、自動車保有台数や自動車交通量は今後とも増加していくこ

とが予想されるため、主要幹線道路の自動車交通公害の改善を図るためには、地域の特

性を踏まえながら、これまで実施してきた種々の対策についてさらに効果的な実施方法

を検討しつつ、総合的な自動車交通公害対策を推進していく必要がある。

(ｱ) 達成目標

主要幹線道路沿道における騒音については、下記の個別施策を講じることにより、既

設の道路に面する地域については、騒音に係る環境基準が達成され又は維持されるよう

努めるものとする。

また、光化学オキシダントについては、発生原因と考えられる窒素酸化物等の排出量

の削減を推進することにより、環境基準達成に向けて努力していく。

(ｲ) 個別対策

Ａ 交通流・交通量対策

以下に掲げる対策を引き続き実施し、交通の誘導・分散等により主要幹線道路にお

ける交通流の円滑化を図る。



(A) 信号機及び交通管制システムの高度化

信号機に系統化、半感応化、閑散時半感応化、多現示化等の機能を付加して信号機

の高度化を図り、交通管制エリアを拡大するとともに、交通管理の最適化を図るため、

新交通管理システム(ＵＴＭＳ)(※)の導入を推進し、表２－１－９に掲げる事業を平

成22年度までに推進する。なお、平成20年度については、信号機の高度化を11箇所実

施する。

※ 光ビーコンを用いた個々の車両との双方向通信により、ドライバーにリアルタイムの交通情報を提供
する等、ＩＴ技術を利用して、交通の流れを積極的に管理し、「安全・快適にして環境にやさしい交
通社会」の実現を目指す交通管理システム。

(B) 効果的な交通規制の実施

右折レーンの設置が困難な場所について時間帯による右折禁止の交通規制を実施す

るなど、交通の状況に対応した効果的な交通規制を実施して交通流の円滑化を図る。

表２－１－９ 交通管制システム等整備計画

事業主体名 地 域 交通情報提供装置 信号機の高度化

県警察本部 下関市、宇部市 ８ 箇所 ３６ 箇所

（注）県警察本部交通規制課調べ

Ｂ 道路構造対策

(A) 道路整備

○ バイパス等の整備

一般国道２号、190号及び191号等の主要幹線道路におけるバイパス、道路拡幅

等を沿道環境に配慮しつつ表２－１－１０のとおり推進し、交通流の円滑化、分

散化を図る。

○ 道路構造の改善

・交差点等の改良

交通混雑の著しい交差点について、道路交通の円滑化を図るため、表２－１－

１１のとおり交差点の改良を行うことにより、付近の交通流の円滑化を推進する。

○ 道路の低騒音舗装

環境基準の達成率の低い地域等今後とも騒音が著しいと認められる箇所につい

は、関係機関と連携し道路の低騒音舗装の維持補修に努めるとともに、表２－１

－１２に示す箇所において低騒音舗装を実施する計画である。

Ｃ 沿道対策

幹線道路の沿道の土地利用計画及び市街地開発事業計画の決定又は変更に当たって

は、騒音・振動の影響に配慮した適正な土地利用の誘導及び公共施設等の配置を図る。

Ｄ 局地汚染改善対策

○ 遮音壁の設置



山陽自動車道等の騒音の著しい箇所において遮音壁等の設置が進められてきたが、

環境基準の達成率の低い地域等今後も騒音が著しいと認められる箇所には、関係機

関と連携・協議のうえ、遮音壁の設置等の対策を進め沿道環境の保全に努める。

表２－１－１０ バイパス等の整備計画

道 路 名 等 事 業 内 容 等 距 離 事業主体 事業年度

一般国道２号下関拡幅 ４車線、６車線へ拡幅 2.7km 国 Ｓ50～

一般国道191号下関北バイパス ４車線整備 6.8km 国 Ｈ２～

一般国道２号厚狭・埴生バイパス ４車線整備 12.6km 国 Ｓ48～ Ｈ19（Ｈ１９年度末暫定２車線）

一般国道490号宇部拡幅 ４車線整備 6.0km 県 Ｈ５～

一般国道490号荒瀬バイパス ２車線整備 2.7km 県 Ｈ６～

一般国道491号上小月バイパス ４車線整備 2.1km 県 Ｈ５～

一般県道西岐波吉見線 宇部市西岐波４車線整備 4.4km 県 Ｈ４～ Ｈ17

一般県道妻崎開作小野田線 宇部市妻崎開作２車線整備 1.7km 県 Ｈ９～ Ｈ18

一般県道武久椋野線 下関市武久町 0.4km 県 Ｈ７～ Ｈ17

都市計画道路宇部湾岸線 宇部市東須恵唐～中央町 4.5km 県 Ｈ６～ Ｈ23

都市計画道路幡生綾羅木線 下関市幡生町～武久町 1.2km 県 Ｈ９～ Ｈ19

都市計画道路市道鍋倉草江線 宇部市草江 0.4km 宇部市 Ｈ15～

市道武久新垢田西線 下関市武久町 0.65km 下関市 Ｈ11～ Ｈ17

一般国道435号美祢～豊田バイパス ２車線整備 5.4km 県 Ｈ６～

一般国道491号荒木拡幅 ２車線整備 0.8km 県 Ｈ15～

一般国道491号豊田～油谷バイパス ２車線整備 6.0km 県 Ｈ７～

一般県道新下関(停)稗田線 ４車線整備 1.1km 県 Ｈ15～

一般県道下関川棚線 ２車線整備 4.8km 県 Ｈ13～

（注）国土交通省山口河川国道事務所、県道路建設課、都市計画課、各市調べ

表２－１－１１ 交差点の改良計画

道 路 名 地 点 名 道路延長 事業年度事業主体

一般国道２号 宇部市瓜生野 0.3 km 国 Ｈ18～

一般国道２号 宇部市茶屋 0.3 km 国 Ｈ20～

一般国道190号 宇部市藤曲 0.1 km 国 Ｈ18～

（事業完了）一般国道190号 宇部市西割 0.3 km 国 Ｈ12～Ｈ19

（事業完了）一般国道190号 宇部市東岐波 0.3 km 国 Ｈ17

（事業完了）一般国道191号 下関市横野３丁目 0.3 km 国 Ｈ16～Ｈ17

（注）国土交通省山口河川国道事務所、県道路整備課調べ

表２－１－１２ 低騒音舗装敷設計画

道 路 名 地 点 名 道路延長 事業年度事業主体

一般国道191号 下関市上新地 1.05 km 国 Ｈ18～

一般県道下関港線 下関市椋野 1.3 km 山口県 Ｈ21

（注）国土交通省山口河川国道事務所、県道路整備課調べ



第２章 公害防止対策

第１節 主要課題への対応

２ 河川の水質汚濁対策

（１）－１ 武久川のＢＯＤに係る水質汚濁対策

エ 講ずる施策及び達成目標

(ｱ) 達成目標

武久川におけるＢＯＤについて、平成16年度に初めて環境基準の達成を果たしたが、

引き続き基準の達成を図っていく。このため、下水道のさらなる普及等、流域全体の対

策を推進し汚濁負荷の抑制を図ることとする。

(ｲ) 個別対策

Ａ 排水処理施設の整備

生活排水による水質汚濁負荷量を削減するため、｢山口県生活排水浄化対策推進要綱｣

等に基づき、下水道等の生活排水処理施設の整備促進を図るとともに、普及啓発・実践

活動の推進等について、県・市の役割分担に応じて生活排水対策を推進する。

(A) 下水道の整備

当地域の都市内河川における水質保全を図るためには、生活排水等に係る汚濁負荷

量の削減が肝要であるため、これまで実施してきた公共下水道の整備を引き続き推進

する。

下関市における下水道の整備計画は、表２－１－１７のとおりである。

表２－１－１７ 下水道整備計画

区 分 市 名 年 度 行政人口(千人) 処理人口(千人)

平成16年度 291.5 169.5

公共下水道 下 関 市 平成19年度 285.8 184.7

平成22年度 策定中 策定中

（注）１ 行政人口は、平成16,19年度については住民基本台帳人口（平成17,20年3月末現在）である。平成22年度については、

現在新たな下水道計画を策定中であり算出していない。

２ 各市調べ

(B) 汚泥再生処理センターの整備等

下関市においてし尿及び浄化槽汚泥を適正に処理するため、表２－１－１８のとお

り汚泥再生処理センターの整備を行うとともに、現有施設の適正な維持管理等を図る。



表２－１－１８ 一般廃棄物処理施設整備計画

区 分 年 度 処理能力 新 増 設 廃 止

平成17年度 358 k /日ç

198 k /日 80 k /日ç ç

平成22年度 476 k /日ç

汚泥再生処理ｾﾝﾀｰ

新増設施設等 事業主体 計画内容 着工年度 竣工年度

の内訳 下 関 市 198 k /日 平成17年度 平成18年度ç

（注）県廃棄物・リサイクル対策課、下関市調べ

(C) 浄化槽(合併処理)の普及促進等

下関市が策定している「生活排水処理基本計画」等に基づき、地域の実情に応じ、

「浄化槽設置整備事業費補助金要綱」による補助制度等を活用しつつ、平成17年度か

ら平成22年度の６年間で1,822基の浄化槽(合併処理)の普及促進を図る。

また、建築基準法、浄化槽法、山口県浄化槽保守点検業者登録条例及び「浄化槽の

設置等に関する指導要綱」に基づき、浄化槽の適正な設置及び維持管理の指導等に努

めるとともに、(社)山口県浄化槽協会と連携し、法定検査の実施率の向上を図る。

Ｂ 工場・事業場対策

(A) 法・条例に基づく排水規制等の徹底

水質汚濁防止法及び同法第３条第３項に基づく上乗せ条例並びに山口県公害防止条

例に基づき、排水基準及び総量規制基準（ＣＯＤ、全窒素、全りん）の遵守状況を厳

重に監視するとともに排水処理施設の改善及び適正な管理等の指導を引き続き実施す

る。

(B) 小規模事業場排水対策

排水基準等の適用されない小規模事業場に対しては、排出水等の実態把握に努める

とともに、汚濁負荷量の削減を指導する。

Ｃ 指導・普及・啓発

水系別生活排水浄化対策協議会を設置している水系については、当該協議会の活動

等による地域住民に対し生活排水対策の普及・啓発を行う。



公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（公害財特法） 

について 

 

 

１．制定の概要 

 公害防止対策事業に対する国庫補助率の嵩上げ、適債事業の拡大、元利償還金の交付税

算入率という国の財政上の特別措置を定めるもの。 

 公害防止対策事業には、①公害防止計画策定地域において実施されるもの、②総務大臣

指定により実施されるものがある。 

 

２．延長の経緯 

制定以来、今日まで３回の延長がなされ、公害防止計画地域等において各種の公害対策

事業が実施され、環境の改善に相当の成果をおさめてきている。 

 

（１）第１回延長：昭和５６年（期限 平成３年３月３１日） 

 ＜昭和５６年環境白書＞ 

・ 公害防止計画策定地域においては、大都市を中心として、環境基準等の目標を確

実に達成するためには、なお相当の努力を要し、更には、交通公害、廃棄物問題、

富栄養化問題等をも考慮すれば、今後とも公害防止計画の策定、推進を図る必要が

あり、関係地方公共団体においても、公害防止計画に基づいて実施する公害防止対

策事業を将来とも相当量必要としている。 

・ 自治大臣が指定するしゅんせつ事業や農用地土壌汚染対策事業にも、完了に今後

相当期間を要するものもある。 

 

（２）第２回延長：平成３年（期限 平成１３年３月３１日） 

＜平成３年環境白書＞ 

・ 公害防止計画策定地域においては、現在の環境質の動向を勘案すれば、大都市を

中心として、環境基準等の目標を確実に達成するには、なお相当の努力を要し、さ

らには、交通公害、水質汚濁、廃棄物問題等をも考慮すれば、今後とも公害防止計

画の策定、推進を図る必要があり、関係地方公共団体においても、公害防止計画に

基づいて実施する公害防止対策事業を将来とも相当量必要としている。 

・ 自治大臣が指定する農用地土壌汚染対策事業等についても、今後なお相当の事業

を実施していかなければならない。 

 

（３）第３回延長：平成１３年（期限 平成２３年３月３１日） 

＜平成１２年１２月１日 中央環境審議会意見具申＞ 

公害財特法は、平成１２年度末に適用期限が到来することとなっているが、これ

が失効した場合には、公害防止計画の実施に重大な支障が生ずることは明白であり、

公害防止計画を適切に実施し、公害問題を解決するため、以上のような公害防止計

画制度の改善に係る所要の見直しを行うこととした上で、その適用期限を延長する

ことが是非とも必要である。 



公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（抄） 

（昭和四十六年五月二十六日法律第七十号） 

 

（趣旨）  

第一条  この法律は、公害の防止に関する施策の一層の推進を図るため、地方公共団体

が行なう公害防止対策事業に係る経費に対する国の負担又は補助の割合の特例その他

国の財政上の特別措置について定めるものとする。  

 

（定義）  

第二条  この法律において「公害」とは、環境基本法（平成五年法律第九十一号）第二

条第三項 に規定する公害をいう。  

２  この法律において「公害防止計画」とは、環境基本法第十七条第三項の規定による

環境大臣の同意を得た公害防止計画をいう。  

３  この法律において「公害防止対策事業」とは、国又は地方公共団体が公害防止計画

に基づいて実施する事業その他公害の防止のための事業で次に掲げるものをいう。  

一  下水道法（昭和三十三年法律第七十九号）第二条第二号に規定する下水道の設置

又は改築の事業で次に掲げるもの 

イ 下水道法第二条第三号に規定する公共下水道で特定の事業者の事業活動に主と

して利用されるものの設置又は改築の事業 

ロ 下水道法第二条第五号に規定する都市下水路の設置又は改築の事業（汚でいそ

の他公害の原因となる物質のたい積を排除する目的をあわせ有して実施されるも

のに限る。） 

ハ 下水道法第二条第六号に規定する終末処理場の設置又は改築の事業（イに掲げ

るものを除く。） 

二  工場又は事業場が設置されており、又は設置されることが確実である地域の周辺

の地域において実施される緑地その他これに類する政令で定める施設の設置の事業 

三  廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号）第二条第

一項に規定する廃棄物の処理施設の設置の事業 

四  公立の義務教育諸学校（小学校、中学校（中等教育学校の前期課程を含む。）又

は特別支援学校の小学部若しくは中学部をいう。）の移転又は施設整備の事業で、

公害による被害を防止し、又は軽減するために実施されるもの 

五  汚でいその他公害の原因となる物質がたい積し、又は水質が汚濁している河川、

湖沼、港湾その他の公共の用に供される水域において実施されるしゆんせつ事業、

導水事業その他政令で定める事業 

六  公害の原因となる物質により被害が生じている農用地又は農業用施設について実

施される客土事業、施設改築事業その他政令で定める土地改良事業 

七  ダイオキシン類（ダイオキシン類対策特別措置法（平成十一年法律第百五号）第

二条第一項に規定するダイオキシン類をいう。以下同じ。）により土壌が汚染され

ている土地について実施される客土事業その他政令で定めるダイオキシン類による

汚染の防止又はその除去等の事業 

八  公害の状況を把握し、及び公害の防止のための規制の措置を適正に実施するため

に必要な監視、測定、試験又は検査に係る施設及び設備の整備の事業 

九  前各号に掲げるもののほか、政令で定める事業 

 

 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8c%dc%96%40%8b%e3%88%ea&REF_NAME=%8a%c2%8b%ab%8a%ee%96%7b%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8c%dc%96%40%8b%e3%88%ea&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8c%dc%96%40%8b%e3%88%ea&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8c%dc%96%40%8b%e3%88%ea&REF_NAME=%8a%c2%8b%ab%8a%ee%96%7b%96%40%91%e6%8f%5c%8e%b5%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001700000000003000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001700000000003000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001700000000003000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%4f%96%40%8e%b5%8b%e3&REF_NAME=%89%ba%90%85%93%b9%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%4f%96%40%8e%b5%8b%e3&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000002000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000002000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000002000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%4f%96%40%8e%b5%8b%e3&REF_NAME=%89%ba%90%85%93%b9%96%40%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000003000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000003000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%4f%96%40%8e%b5%8b%e3&REF_NAME=%89%ba%90%85%93%b9%96%40%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8c%dc%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000005000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000005000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000005000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%4f%96%40%8e%b5%8b%e3&REF_NAME=%89%ba%90%85%93%b9%96%40%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%98%5a%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000006000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000006000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000003000000006000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%8e%b5&REF_NAME=%94%70%8a%fc%95%a8%82%cc%8f%88%97%9d%8b%79%82%d1%90%b4%91%7c%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%88%ea%96%40%88%ea%81%5a%8c%dc&REF_NAME=%83%5f%83%43%83%49%83%4c%83%56%83%93%97%de%91%ce%8d%f4%93%c1%95%ca%91%5b%92%75%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%88%ea%96%40%88%ea%81%5a%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%88%ea%96%40%88%ea%81%5a%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000


（公害防止対策事業に係る国の負担又は補助の割合の特例等）  

第三条  地方公共団体が公害防止計画に基づいて実施する公害防止対策事業（政令で定

める事業を除く。以下この条において同じ。）に係る経費については、他の法令の規定

にかかわらず、国は、別表上欄に掲げる公害防止対策事業の区分に応じ、それぞれ同表

下欄に定める国の負担又は補助の割合（以下「国の負担割合」という。）により、その

一部を負担し又は補助するものとする。国が公害防止計画において定められた公害防止

対策事業を地方公共団体に負担金を課して行なう場合における当該公害防止対策事業

に係る経費に対する国の負担割合についても、同様とする。  

２  前項の場合において、公害防止対策事業に係る経費につき適用される他の法令の規

定による国の負担割合が別表に定める国の負担割合をこえるときは、当該公害防止対策

事業に係る経費に対する国の負担割合については、同項の規定にかかわらず、当該他の

法令の定めるところによる。  

３  国は、地方公共団体が公害防止計画に基づいて実施する公害防止対策事業に係る経

費に充てるため政令で定める交付金を交付する場合においては、政令で定めるところに

より、当該経費について第一項の規定を適用したとするならば国が負担し、又は補助す

ることとなる割合を参酌して、当該交付金の額を算定するものとする。  

４  第一項の規定は、公害防止計画が定められていない地域において実施される公害防

止対策事業で第二条第三項第五号から第八号までに掲げるもののうち、総務大臣が主務

大臣及び環境大臣と協議して指定するものに係る経費に対する国の負担又は補助につ

いても、適用する。  

 

（公害の防止のための事業に係る地方債）  

第四条  公害防止対策事業で前条の規定の適用を受けるものにつき地方公共団体が必要

とする経費については、地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）第五条各号に規定す

る経費に該当しないものについても、地方債をもつてその財源とすることができる。  

２  公害防止対策事業で前条の規定の適用を受けるもの並びに公害防止計画に基づいて

実施される下水道法第二条第三号に規定する公共下水道及び同条第四号に規定する流

域下水道（同号イに該当するものに限る。）の設置及び改築の事業につき地方公共団体

が必要とする経費の財源に充てるため起こした地方債については、国は、資金事情の許

す限り、財政融資資金をもつて引き受けるよう特別の配慮をするものとする。  

 

（元利償還金の基準財政需要額への算入）  

第五条  前条第二項に規定する地方債で総務大臣が指定したものに係る元利償還に要す

る経費は、地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十一号）の定めるところにより、当

該地方公共団体に対して交付すべき地方交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に

算入するものとする。  

 

附 則 

（施行期日等） 

第一条  （略）  

２  この法律は、平成二十三年三月三十一日限り、その効力を失う。ただし、公害防

止計画に基づく公害防止対策事業及び第三条第四項の規定により総務大臣が指定し

た公害防止対策事業に係る経費のうち、平成二十二年度までの予算に係るもので平成

二十三年度以降に繰り越されるものについては、この法律の規定は、同日後において

も、なおその効力を有する。 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%81%5a%8b%e3&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8d%e0%90%ad%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%81%5a%8b%e3&REF_NAME=%91%e6%8c%dc%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000500000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%4f%96%40%8e%b5%8b%e3&REF_NAME=%89%ba%90%85%93%b9%96%40%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8e%4f%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000003000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000003000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%4f%96%40%8e%b5%8b%e3&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%8e%6c%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000004000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000004000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000004000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%4f%96%40%8e%b5%8b%e3&REF_NAME=%93%af%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000004000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000004000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000004000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%88%ea%88%ea&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8c%f0%95%74%90%c5%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=


公害防止対策事業に係る財政措置
「公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」について

（平成２２年度）

国 庫 補 助 金 平 成 ２ ２ 年 度 地 方 交 付 税 の 基 準 備 考
地 方 債 充 当 率 財政需要額への算入 （財特法

事 業 区 分 事 業 の 細 区 分 通常の 特 例 根拠条
補 助 補 助 通常算入率 特例算入率 項等）（率は各年度の「地方債充当

負担率 負担率 ※７率（総務省告示）」による）

措 置 第２条
特 定 公 共 下 水 道 １／３ １／２ １００％ ４４％ な し 第３項

※５ 第１号

地方債元利
都 市 下 水 路 ４／10 １／２ ９０％ ３０％ 償還金の50

％を基準財
下 水 道 政需要額に

終 末 処 理 場 55/100 １／２ １６～４４％ 算入（公害
公 共 下 水 道 財特法第５（公共下水道）

そ の 他 50/100 ― ※４ 条、地方交
１００％ ４４％ 付税法附則

終 末 処 理 場 ２／３ １／２ 第５条によ(流域下水道、特定
流 域 下 水 道 る）環境保全公共下水道)

そ の 他 50/100 ― ※５

用 地 １／３ 第２条
緩 衝 緑 地 緩 衝 緑 地 １／２ ９０％ ３０％ 第３項

施 設 １／２ 第２号

※３ 第２条
ご み １／３

(1/4) ９０％（施設） ５０％（施設） 第３項
※３ １００％（用地造成） ０％（用地） 第３号

廃 棄 物 一 般 廃 棄 物 し 尿 １／３ ※３
(1/3) ―

(1/2）
処 理 施 設 処 理 施 設 廃棄物埋立護岸 １／３ ９０％ ３０％

海洋性廃棄物 都道府県・指定都市７０％ ○ ０％
処 理 施 設 １／３ 市町村 ７５％

学校環境整備 措 置 第２条
(公立の義務 公 害 防 止 工 事 等 １／３ 55/100 都道府県 ７５％ ７０％(危険) な し 第３項
教育諸学校) 指定都市・市町村９０％ ０％ ※６ ※６ 第４号

河 川 １／３ ９０％ ○ 地方債元利 第２条
※２ （・河川環境整備事業のう 償還金の50 第３項

ち特定河川の流域におい ％を基準財 第５号
しゅ ん せ つ ※１ て実施される河川浄化対 政需要額に

港 湾 ０ １／２ 策 ○ ３０％ 算入（公害
・ 導 水 等 (1/2） ・水域環境保全創造事業 （ ）内の事業 財特法第５

都道府県・ は０％ 条、地方交
指定都市 ７０ 付税法附則

水 産 基 盤 １／２ 市町村 ７５） ○ 第５条によ
る）

※２ 土壌汚染防止等 55/100 55/100 第２条
農業用施設（かん 第３項

公 害 対 策 がい排水施設） そ の 他 55/100 １／２ 第６号
９０％ ３０％

土 地 改 良 農 用 地 汚 染 除 去 等 50/100 55/100
（客土・排土等）

そ の 他 50/100 １／２

※２ 都道府県・指定都市７０％ 第２条
ダイオキシン 土 壌 汚 染 防 止 ・ 除 去 等 １／２ 55/100 市町村 ７５％ ○ ０％ 第３項
類 対 策 第７号

幼 稚 園 等 １／３ １／２ ７５％ ０％ 第２条
第３項

政令で定める １／３ １／２ 都道府県・指定都市７５％ 第９号
事 業 児 童 福 祉 施 設 １／２ 55/100 市町村 ８０％ ０％

（介護施設１００％）
老 人 福 祉 施 設 １／２ 55/100

(注)※１ ……… 港湾公害防止対策事業として行う場合は０、それ以外の事業として行う場合は１／２
※２ ……… 公害防止計画策定地域以外の地域において実施される公害防止対策事業で総務大臣が主務大臣及び環境大臣と協議して指定した事業に

ついても適用される。
※３ ……… 上段は平成１７年度以降の交付金事業の補助負担率、下段の（ ）内は交付金化以前の国庫補助事業の補助負担率。
※４ ……… 合流式・分流式の別及び処理区域内人口密度別に１６～４４％を算入
※５ ……… 特定公共下水道（単独分）については、本財政措置においては交付税措置を講じていない。また、平成１６年度より、下水道事業のうち更

新事業に係る経費についても、交付税措置の対象外としている。
※６ ……… 義務教育施設（学校環境整備）については、本財政措置においては交付税措置を講じていない。義務教育施設（学校環境整備）においては、

通常分として各費目において基準財政需要額に算入される。なお、市町村立施設について、危険改築・不適格改築事業等は７０％、その他事
業は０％を算入。

※７……… 財特法が適用されることにより起債が可能となるもの



【例１】公害対策土地改良の場合
（農用地汚染除去等）

公害財特法の適用を受けることによる事業負担の効果

補助率
地方債
充当率

地方交付税の
基準財政需要
額への算入

通常 50% 90% 30%

財特法
適用

55% 90% 50%

※地方債元利償還金の50％（2,025万）が基準財政需要額に算入される

国 5,000万

県 5,000万

国 5,500万

県 4,500万

（起債 4,050万）

（起債 4,500万）

○ 事業費１億で試算

【例２】しゅんせつ等の場合
（水産基盤）

補助率
地方債
充当率

地方交付税の
基準財政需要
額への算入

通常 50% － 0%

財特法
適用

50% 70% 50%

国 5,000万 県 5,000万

国 5,000万

県 5,000万

（起債 3,500万）

※財特法の適用を受けることにより、起債可能となる
※地方債元利償還金の50％（1,750万）が基準財政需要額に算入される

○ 事業費１億で試算

※地方債元利償還金の30％（1,350万）が基準財政需
要額に算入される



公害財特法の適用を受けることによる事業負担の効果

公共下水道

地方債 50%

地方債 50%

国 50%

財特法適用 国 50%

通常

うち基準財政需要額

算入 8～22%（算入率 16～44%）

うち基準財政需要額

算入 25%（算入率 50%）

しゅんせつ・導水等（港湾） しゅんせつ・導水等（水産基盤）

地方債 45%

実施主体 100%

財特法適用 国 50%

通常

うち基準財政需要額

算入 23%（算入率 50%）

実施主体 5%

農用地土壌汚染対策

地方債 41%

通常 国 50%

財特法適用 国 55%

地方債 45%

実施主体 5%うち基準財政需要額算入

14%（算入率30%）

実施主体 4%
うち基準財政需要額算入

20%（算入率50%）

ダイオキシン類対策

地方債 32～34%

実施主体 50%

財特法適用 国 55%
実施
主体

16～18%

通常 国 50%

うち基準財政需要額算入

16～17%（算入率 50%）


